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企業理論と市場環境
菅　谷 実
1．はじめに
　近年，企業を取り巻く環境は大きな変化を遂げている。特に，情報通信分
野においては，光ファイバー，デジタル伝送，超LSI等の新技術の商品化に
より，情報の蓄積，加工，伝送の費用と時間が飛躍的に短縮され，情報通信
産業自身の潜在的成長力への期待と共に，そのような新技術を企業活動に取
り込み企業が新分野へ進出しようとする動きが見られる。例えば，VAN，CA－
TV等への期待は前者の潜在的成長率への期待であり，アメリカの金融市場
で見られる非金融部門から金融市場への新現参入は後者に区分される動向で
ある讐）
　一方，政府レベルにおいても財政収支の悪化に伴い，中央・地方政府組織
の縮小化による行政コスト軽減の試みが実施され，その政策の一貫として政
府の規制機能を制限し，市場機能を再評価しようとする試みが日本，アメリ
カなどで見られる。
　本稿では，このような現実の急激な市場変化を踏まえて，伝統的な企業理
論がそれまで所与の市場環境（2）としてとらえていた外部からの様々な規制を
内部化する新たな企業理論構築へ向けての展望を試みる。
2　伝統的企業理論の展開
企業理論は，企業を基本的研究対象とし，企業の行動及び行動予測に理論
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的に説明可能な枠組を提供する。その理論的枠組は概ね以下のように構成さ
れている『〉
??????企業が直面する需要曲線
企業自身の有する生産関数
生産費用分析
価格の決定プロセス
投資
企業に対する各種規制
　伝統的企業理論においては，企業＝企業者という大前提，すなわち企業の
内部意思決定機構は，異なる外生変数の変化に応じて合理的な行動をするこ
とを期待されるトランスペアレントなものであるとの仮定があった。しかし
現実の企業形態は10人程度の小規模な組織から10万人以上の従業員を擁する
大組織まであり，所有形態も私企業，公企業，公私混合企業と多種多様であ
る曽）このような多様性をもつ組織形態では，たとえ同一の生産要素と外部条
件を前提としても，異なる行動をとることが容易に予想される。
　そこで，このような企業内部の意思決定に注目し，現実の企業行動の姿を
理論フレームワークに取り込む努力がなされてきた。たとえば，代表的実証
研究としてサイアートとマーチの研究があげられる。彼らは伝統的企業理論
がブラック・ボックスとしてきた企業組織内の意思決定プロセスを明らかに
するために大規模デパートを事例として取りあげ，その組織から6部門を分
析対象として抽出し，各部門における価格及び生産量決定の実証研究から小
売デパートにおける意思決定モデルと予測モデルをつくりあげた曾）
　本稿では，以上のような企業内部の意思決定理論により補強された企業理
論を別の角度から考察する。それは，企業が外部環境の変化に対応してどの
ような行動をとるか，外部環境に対してどのような影響力を行使するかに関
する分析である。この企業行動にとっての外部環境には市場の参入障壁とな
るような参入規制や料金規制と財，サービスなどの技術水準に関する企業間
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の規格統一などがあるが，ここでは，特に政府による規制に注目し規制が企
業理論の枠組のなかにどのように組込み可能であるかを展望する。
3．経済的規制と社会的規制
　規制は経済的規制と社会的規制に大別できる。経済的規制とは料金規制，
参入規制に代表される企業の経済的行動に直接介入する行為であり，電力会
社，ガス会社などに対するレート・ベース方式の料金規制，地域独占を維持
するための参入規制が公益事業規制と呼ばれる経済規制の典型である。
　これに対して，社会的規制とは企業活動が広く社会活動全般に及ぼす影響
（たとえば，工場から排出される煤煙，産業廃棄物による空気汚染，自然破
壊）に対する政府の介入である。企業の提供する財，サービスの人体に及ぼ
す悪影響に対する規制，また企業活動の副産物のような形でもたらされる日
常生活に直接的に悪影響を及ぼすマイナスの効果（外部不経済）に対する規
制である曽）換言するならば，経済的規制は市場における企業行動に対する直
接的規制であり，社会的規制は企業行動が直接的，間接的に日常生活全体に
与える影響を規制するものである。一本稿では以下，市場環境としての規制と
して前者の経済的規制を中心に考察を進める。
4．企業行動と市場環境
　企業行動と規制との関係に対する接近法には二つの接近法がある。第一の
接近法は規制の有効性という観点から企業を規制対象としてとらえ，規制方
法，規制レベル等規制のあり方と企業成果，さらには社会的資源配分の問題
を解明しようとするものである警）第二の接近法は規制を与件としてではなく
操作可能な市場環境の一つとしてとらえ，企業の規制に対する行動（影響力
の行使）を説明しようとする試みである。
　前者の接近法に関しては，これまでの実証的研究に基づいた理論的研究成
果があるが，後者に関しては，今後の研究に期待されるところが多い。そこ
で，われわれは前者の接近法のなかから特に規制理論に注目し，規制理論に
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対するサーベイから出発し，その研究成果を叩き台として企業理論が今後ど
のような方向で規制という市場環境を内部化すべきかに関する展望を試みる。
5．規制理論
　規制理論には基本的に二つの立場がある。第一は，規制は「公共の利益」
（public　interest）を確保，維持するために必要な政府の企業活動への介入で
あるとする立場であり，public　interest　theoryと呼ばれている理論である。
第二は，規制とは企業が「自己の利益」（self　interest）を守るために政府に働
らきかけ創造されたものであるとする立場であり，self　interest　theoryまた
はcaptured　theoryと呼ばれる理論である。
　（1）publicinteresttheory
　　この理論の基本的枠組は「市場の失敗」を政府の介入により補完し，公
共の利益を確保するというものであり，以下の5つの要件が政府の介入の
経済的根拠となっていた。
　＜費用逓減下における財・サービスの供給＞
　ある市場において一つの企業が費用逓減状態を維持しつつ財・サービス
　の供給が可能である場合，その企業を分割して二つ以上の企業に同一の財
　・サービスを供給させるより単一企業にその市場の供給を委せておいた方
が社会的資源配分上好ましい場合（自然独占），　その独占企業に対する価
格規制とその市場における参入規制は公共の利益に合致する。
　図1はそのような独占企業の費用逓減下にある平均費用曲線（AC）と限
界費用曲線（MC），その市場において企業が直面する需要曲線（DD）と企業
の限界収入曲線（MR）を示している。この場合，利潤極大化を目ざす独占
企業はMC＝MRの点で価格Pmを決定し，その結果，需要量はΩmに止
まる。しかし，政府の介入により価格規制が行なわれ，価格を平均費用に
等しく規制すると（すなわち，価格はPmからPrにまで引き下げられる），
その結果，需要量はΩmからOrにまで拡大され，消費者余剰はPm　A　B
Pr分だけ増大する。また，企業自身もP＝ACとなるので欠損を発生する
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ことなくサービスを提供することが可能である。
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＜サービスを移送するための物理的設備に必要となる多額な初期投資額＞
　伝統的な公益事業規制下にある電力・ガス・水道事業等においては，事
業者はそのサービスを供給するために，サービスの供給地点から最終需要
家までの物理的ネットワークを建設しなければならず，その設備建設のた
めに莫大な初期投資が要請される。通常の財・サービス提供の場合にはそ
の供給量に応じて設備の拡張が可能であるが，電力・ガス・水道事業等の
場合は，当面のサービス需要量とは関係なく，サービス提供予定地域全体
の潜在的需要にも応じられる物理的ネットワークの建設が必要とされる。
このようなサービスの供給を市場における自由な競争に委せておくと莫大
な初期投資が参入障壁となり，その結果，地域独占市場が形成され独占価
格の設定が可能となる。また，複数企業の参入が可能となった場合もネッ
トワークの二重化による資源の浪費は不可避であり，料金規制，参入規制
が公共の利益を確保するために必要となる。
〈共同消費財＞
　サービスの需要者にその需要量に応じて個別に料金を課すことが困難で
ある場合，そのようなサービスに無理に料金を課すことを試みるとフリー
　ライダー間題が生ずる。この問題はNHKの放送受信料を例に説明でき
る。現行の受信料制度の下では，放送サービスが空中波により送信され需
要家に受信された時，その需要家の受信料支払有無のチェックは不可能で
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あり，たとえ受信料を支払わなくても放送サービスの受信が可能となり，
受信料不払者というフリー・ライダーが発生する。この場合，経営的努力
によりフリー・ライダーを防止する方法もあるが，そのための費用が多額
になる場合には，政府が介入することにより，直接税で放送サービスの費
用を回収することも合理的選択の一つとなる馨）
＜共通費用の存在＞
　同一企業が2種類の財・サービスを同時に供給する場合，その生産過程
において異なる2財の生産に必要な設備に極めて技術的従属関係が高いと，
共通費用の配賦方法によりpredationが発生する可能性がある。料金規制
を課せられている独占企業が，独占市場と共に競争市場にも財を提供して
おり2財問に共通費用が存在している場合，そのような被規制企業は競争
市場における財の提供価格を限界費用以下に設定（predatory　pricing）しそ
の市場から競争企業を放逐することを試み，そこで発生した欠損を料金規
制下の独占市場で償うという帝国主義的行動をとりえる。共通費用の存在
により独占市場における価格規制が有効でなくなる場合，単一企業による
両市場への財の提供を規制し，企業を分割させるという政府介入は公共の
利益と合致する9）
＜資源の有限性＞
　ある財・サービスを供給するための生産資源が極めて限定されており，
そこから生産される財・サービスの代替財が存在しない場合，そのような
財・サービスの料金を規制することは公共の利益に合致する場合もある轡
（2）selfinterestthe・ry
　規制の有効i生に否定的見解を有する，すなわち，規制によりpubllc　in－
terestが充足されるという仮定に相反する理論を提供するのがself　inter．
est　theoryである。public　interest　theoryがミクロ経済学の観点から規範
的に「市場の失敗」に対する規制の有効性を指摘したのに対して，selfin－
terest　theoryはその規制形成プロセスに注目し，現実市場における規制者
と被規制者の関係，議会と被規制者の関係の実証分析から，規制はpublic
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interestではなくself　interestのために存在していることを明示した理論で
ある。
＜ライフ・サイクル理論＞
　規制はその制定時には社会の要請があり，public　interestを充足するた
めに制定された社会の二一ズに合致した規制であるが，時が経過するにつ
れて規制者が社会状況の変化に対応不可能となり，規制自身が硬直化し，
やがて被規制企業が規制者をとらえる（capture）とする理論である。pub－
licinterestを充足させるために創造された規制が社会状況の変化と共に被
規制企業にとらえられ新たな規制者の誕生が要請されるとする規制過程の
ライフ・サイクルを明らかにした亀1）
＜狭義のself　interest　theory＞
　規制は被規制企業により創造されるとする理論である。ライフ・サイク
ル理論が立法過程を分離し規制者と被規制企業の関連を社会状況の変化と
いう変数により説明しようとしたのに対し，この理論では，規制が形成さ
れる立法過程と被規制企業の関係に焦点が当てられ，被規制企業はselfin－
terestを追求するために規制の立法過程に影響力を行使していると説明さ
れる曾
6．規制理論の新展開
　二つの規制理論，public　interest　theoryとself　interest　theoryはこれまで
相反する理論として説明されてきたが，現実市場における規制は二律背反で
はない。前述した様に，　「市場の失敗」の場合には企業活動に対する規制は
public　interestに一致する。しかし，そのような規制に対してもその立法過
程では被規制企業の影響力が行使されpublic　interest（具体的には，財・サ
ービスの価格，質，便宜性に関する多数消費者の利益）とself　interest（被規
制企業にとっての利益）との共通項が存在するならばその共通部分の拡張化
が試みられるであろう。また，被規制企業が複数である場合には，たとえば，
A企業はAのself　interestとpublic　interestの共通項を見出すが，対抗企業
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であるB企業のBのself　interestとpublic　interestとの間には共通項が存在
しない場合もありえる。この場合，規制はpublic　interestであると同時に，
一部の企業にとってはself　interestであり，その他の企業にとってはself　in．
terestではない璽
　次に，pubhcinterestのための規制が必要であるか否かを判断するために
は前述の規範的理論の諸条件と現実の市場構造との整合性が検討される。こ
こで問題を複雑にしているのは，この規範的理論自身が新たな展開を遂げ，
伝統的規範理論との間に規制の適用の可否を判断する際の市場構造に関して
若干の予盾が生じているからである。伝統的理論では費用逓減企業のケース
は自然独占として料金・参入の規制が是認されてきたが，新しく登場した理
論（contestable　markettheory）は自然独占という市場構造だけで規制が妥当
であるか否かを判断することはできないことを明示した。
　contestableな市場とは市場への参入，退出が自由であり，既存企業と新規
参入企業との間に，参入費用，退出費用に関して顕著な差が存在しない市場
である。生産設備にsunknessがなく，当該市場における生産を停止した場
合でも，その設備が容易に転売可能であったり，他の財・サービスの生産に
転用可能なこと（すなわち，sunk　costが極めて低い）がcontestable　market
成立の条件となる。このような市場においては新規参入企業にとってその市
場に対してhit　and　run的な行動が可能となり，市場構造が純粋独占である
か寡占であるかといった市場構造は規制の要件から外される。contestableな
市場において潜在的にでも新規参入者が存在するならば参入，料金などに関
する規制は不要となり，規制を解除することがpublic　interestとなる㌍
　以上のような新しい理論展開，contestable　market　theory登場の背景には
現実市場における新技術の導入がある。すなわち，sunknessな生産設備を有
する企業が財・サービスを提供する市場に，新技術の導入によりsunk　cost
の極めて低い設備を有する新規企業が参入する可能性が生れたのである蟹
　この費用逓減産業という条件の見直しと共に，資源の有限性に関しても新
技術の導入により，そのステータスが陳腐化しつつある。放送市場を例にと
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ると，同市場において，これまで限られた周波数帯を用いてテレビ番組，ラ
ジオ番組などの放送サービスを提供している放送企業は，電波の稀少性とい
う観点から，番組編成に関する規制を受けていた。これに対し，サテライト
・サービスという新技術を利用して直接，衛星から送られる電波を利用して
各地に点在するケーブル・テレビ施設に番組を配給するケーブル・テレビ・
ネットワーク会社が登場，番組選択の多様化を実現しこれまでの規制の有効
性が再検討されることとなった。電波の稀少性自身には変化はなくても，新
技術を利用した新たな代替サービスの登場により，規制のpubhc　interestス
テータスに変化が生じている蟹
　以上のことを要約するならば，第一に，現実市場における規制効果の複合
的側面は，規範的理論の現実市場分析への限界を示している。第二に，現実
市場における新技術の導入，新サービスの登場という状況のなかで，規制理
論自身の対応が迫られ，新たに登場したcontestablemarkettheoryはpublic
interestのために創造された規制は永遠に有効なものではなく，技術の発達
等によりそのような規制を解除することがpublic　interestとなりえるとする
新たな理論展開を示した。
7．新しい企業理論への展望
　われわれは，ここまで，規制と被規制企業の関係を異なる立場から説明し
てくれる二つの理論を概観した。それは，規制は「市場の失敗」を補完し，
社会全体への利益をもたらすと主張するpublic　interest　theoryと，規制は被
規制企業により創造されると主張するself　interest　theoryであった。前者の
publicinteresttheoryはさらに，contestablemarkettheoryへと展開し，hit
and　runが可能となる市場については，一部の「市場の失敗」の要件が新た
な展開をし，規制と共に規制解除も被規制企業により創造されるという新た
な仮説成立の可能性を生じさせている。また，規制効果の複合性も指摘され
た。
　このような規制理論の展開は，企業理論の規制を含む市場環境への接近の
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ための仮説設定のために多くの検討材料を提供してくれる。そこで，われわ
れはその材料を再整理するという作業により企業理論の新展開のための検討
項目を整理する。
　第一に，　「狭義のself　interest　theory」で示されたように，企業行動が規
制に直接的影響力を及ぼすことが可能であるとするならば，そこには二つの
局面が存在する。立法過程への影響力と規制者への影響力である。前者は，
企業のロビイング活動に見られる議会工作，すなわち，規制の形成過程にお
ける影響力の行使である。後者は，規制者がその権限の範囲内で変更可能な
規則改訂への影響力の行使である。
　第二に，新技術の導入によりsunk　costからの回避が可能となりcontest－
able　markettheoryによるpublicinteresttheoryの新たな展開があった。新
技術の登場による規制の陳腐化である。この一連の流れは，企業はself　in－
terestのために規制を創造すると共に，技術革新の進展に応じて創造した規
制を解除するために影響力を行使する可能性をも有することを示唆してくれ
る。
　第三に，企業自身が規制を創造するにしても解除するという決断をする
にしても，その意思決定の前には伝統的企業理論のなかで述べた市場に対
する分析手法を用いた予測が必要とされる。特に，参入に関する条件，料
金規制の有無が潜在的参入者の行動にどのような影響を及ぼすかが企業の
意思決定にとっては重要となる。
　最後に，市場環境に対する企業の影響力が行使されるケースは企業内部で
最小費用の生要要素の組合せを決定するなどの企業内部による企業行動と異
なり，そのプロセスはかなり長期にわたる。そこでは長期間の企業行動と市
場環境の変化に対する観察に基づく実証研究が必要とされる。
　注
（1）前者の具体的事例としてはV　A　Nサービスがある。日本では1982年の第2次回線
　開放により中小企業を対象にしたV　A　N市場への民問からの新規参入が可能となっ
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　た・1984年12月現在で中小企業V　A　Nの届出を行ったのは67社83システムに達し，
　そのうち44システムがすでに業務を開始している。電波新聞（1985年1月3日）38
　面を参照のこと。後者については，アメリカの金融市場に新しい動きが見られる。
　たとえば，証券業界からはメリルリンチ，ドレスファス，保険業界からはブルデン
　シャル，エトナ，小売業界からはシアーズ，ガルフ＆ウエスタン，交通業界からは
　トランスァメリカなどが金融市場に進出，小切手，預金類似，ローンなどのサービ
　スを提供している。但し，エレクトロニクス技術の発達により金融市場の参入障壁
　が弱められたことと共に，金融市場自身の規制緩和が新規参入を促進する大きな要
　因となっている。なお，アメリカ金融市場の新規参入動向は次の論文に詳しく紹
　介されている。畑秀夫「米銀エレクトロニクス革命最新情報」　（金融財政事情1983
　年11月28日18－25頁）。
（2）青木昌彦教授，伊丹敬之教授は市場環境という用語を下図の4つの市場と関係者
　を含む企業の行動範囲を表わす用語として用いている。
労働者　　　　　労働市場 ?? ???? 顧　　客
投資家　　　　　金融市場
競争相手
供給業者　　　　　原材料市場
　出所＝青木昌彦，伊丹敬之「企業の経済学（モダン・エコノミックス5）」
　　　　1985年，6頁。
　本稿においては，本文の説明からも明らかなように，各市場，特に製品市場，原材
　料市場における企業の経済的行動に対する政府の経済的介入という市場自身にとっ
　ての外部環境を市場環境と呼んでいる。
（3）例えば，アメリカの大学で使用されている企業理論，経営経済学のテキストは6
　つの枠組をその主要目次（章単位）の中で下記のように取扱っている。
　（○印は目次に当該項目のあることを示している）
　　　著者名
項目 Dean Bates　andParkmson　Bnghamand　Pa　usGraham
需　　護 ○ ○ ○ ○
関 O O ○ ○用分 O O ○ ○価　　格 O O O投　　資 O O Oi O ○
Joel　Dean，Managenal　Economlcs，Prentice－Hall，1951
James　Bates　and　J．R，Parkmson，Busmess　Economlcs，Basll　Blackwell，1963．
Eugene　FBngham　and　James　L．PapPus，Managenal　Economlcs，
Dryden　Press，1972
Pearson　Graham，Managerial　Economlcs，Addlson－Wesley　Pubhshlng
Comp，1980．
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（4）一瀬智司教授は一般行政を含めて下記のような分類を行っている　（一部加筆）。
1．一般行政（公共サービス，公共事業等，いわゆる公共財の提供）
2．公共企業
（1）公企業
①官庁事業（四現業等），（地方）公営企業
②公共企業体1公社（一公社）一公共企業体
　　　（広義）　1　　　　　　　　　　（狭義）
　　　　　　　し公団，公庫，事業団等
③公襯合企業曝鱒簗繊国際電信電言舌株式
（2）公益事業（企業）一電力事業，ガス事業，運輸・放送通
　　　　　　　　　　信事業等
　　3．　一般私企業一独禁法の対象となる。
　　一瀬智司，大島国雄，肥後和夫編「公共企業論」有斐閣，1977年，2頁。
（5）RichardMCyertandJamesGMarch，ABehavioralTheoryoftheFlrm，Pren－
　tice－Hall，1963（松田武彦，井上恒夫訳「企業の行動理論」ダイヤモンド社，1967
　年）の第7章（A　speclflc　pnce　and　output　model）を参照のこと。
（6）佐々木弘教授は社会的規制を下記のように定義づけ，ここで取りあげた外部不経
　済に対する規制（③に相当する）に二つの類型を加え三つの規制類型をあげている
　（①消費者の製品の安全性を確保するための規制，②雇用上の平等や職場労働の安
　全・健康に関する規制，③環境保全のための規制）。
　〈社会的規制の定義＞
　　財あるいはサービスがいかなる状況下で生産されるか，その諸条件に影響を与え
　る規制（たとえば，生産に伴う水質基準の設定や労働環境の安全性），　さらには，
　製造される商品の物理的特性に影響する規制（たとえば製品の安全水準の設定）な
　どより広く人々の「生活の質」（Ωuallty　of　Llfe）にかかわる規制。佐々木弘「政府
　と企業：社会的規制について」（国民経済雑誌，第150巻第6号，昭和59年12月）43
　－44頁。
（7）この接近法はさらに，neoclass、ca1に属する諸理論（規制理論）neoinstitotionalism
　に属する諸理論（公益事業理論），市場構造一行動一成果のパラダイムに基づく諸理
　論（産業組織論）に分けることができるが，公益事業理論と産業組織論からの本テ
　ーマヘの接近は今後の研究に譲ることとしたい。
（8）但し，N　H　Kの場合は「表現の自由」との関連から政府の干渉が排除可能な自主
　的番組編成権の樹立が必要とされる。この観点から直接税という政策選択は必ずし
　も合理的選択ではない。
（9）アメリカ最大の電話会社AT＆T（Amencan　Telephone　and　Telegraph）社は1980
　年に規制委員会であるFCC（Federal　Communications　Commsslon）から，電話に
　代表される基本サービス（独占市場）とVANに代表される高度サービス（競争市
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　場）の分離，すなわち，高度サービス提供のための完全分離子会社を設置せよとの
　命令を受けた。Second　Computer　Inqul琳Final　Decislon，77FCC2d384（1980），
（1◎　代替性と共に，当該財・サービスが日常生活に必要であるという要件も満たされ
　なければならない。
（11）MH。Bemstem，RegulatlngBusmessbylndependentCommlsslon，Princeton
　UP．，1955
（1勿　G．Kolko，Railroa（l　and　Regulatlon，Pnnceton　U．P，1965
（周　アメリカの州際電話市場においては既存企業であるAT＆丁社と新規参入者であ
　るMCI社，GTE一スプリント社等の間で規制に対する評価が異なっている。新規
　参入者はAT＆丁社への規制の持続はpubllc　lnterestであると共に自らのself　mter－
　estであると規制の持続を主張しているが，AT＆丁社は同社に対する規制はAT＆丁
　社のself　interestと共にpubhc　interestにも適合しないとして規制の撤廃を主張し
　ている。
（＠　contestable　market　theoryに関しては，これまで多くの研究があるが，1981年の
　アメリカ経済連合学会（AEA）第94回大会で行われた学会会長（Wllham　J．Baumol）
　の講演はそれらの集大成であろう。WIlliamエBaumoi，Contestable　Market　An　Up－
　rismg　m　the　Theory　of　Industry（American　Economic　Review，March1982，pp1
　－5。）また，一連の研究成果は次の文献にまとめられている。Wllham　J　Baumol，
　John　C　Panzar，Robert　D　Wlllig，Contestable　Markets　and　Theory　of　Industrlal
　Structure，Harcourt　Brace　Jouanouich，Inc．，1984．
⑯　contestable　market　theoryに対しては，その理論構成が現実を単純化しすぎてい
　るとする批判もあり，その有効性を否定する経済学者もいる。例えば，次の論文を
　参照のこと。W・lham　G　Shepherd，Concepts　of　Compet、tion　and　Efficient　po1、cy
　lntheTelecommunicatlonsSector（EllM．Noam，TelecommumcatlonsRegulation
　Today　an（l　Tomorrow，Law＆Business，Inc，1983）．
⑯　アメリカの放送産業においては1社が所有できるテレビ局数が最大7局までに規
　制されていたが，それが12局まで拡大される見通しである。また，ラジオ番組の番
　組編成に関する規制もすでに撤廃されている。アメリカの放送産業を含むテレコム
　産業の動向に関しては次の論文を参照のこと。菅谷実「発展するアメリカのテレコ
　ム産業」　（経済セミナー，1984年10月号，20～26頁）。
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